
目

次

担

当

課

（

室

）

発

行

岡

山

県

○

道

路

の

位

置

の

指

定

建

築

指

導

課

【

選

挙

管

理

委

員

会

】

目

次

担

当

課

（

室

）

○

不

在

者

投

票

を

行

う

こ

と

が

で

き

る

施

設

の

指

選

挙

管

理

委

員

会

定

の

一

部

改

正

【

規

則

】

（

県

例

規

集

登

載

）

○

岡

山

県

税

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

税

務

課

規

則

（

県

例

規

集

登

載

）

【

告

示

】

○

特

定

施

設

の

設

置

許

可

申

請

環

境

管

理

課

○

指

定

障

害

児

通

所

支

援

事

業

者

の

指

定

指

導

監

査

室

○

指

定

障

害

福

祉

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

の

指

定

〃

○

〃

〃

○

〃

〃

○

指

定

障

害

福

祉

サ－

ビ

ス

の

事

業

の

廃

止

の

届

〃

出

○

土

地

改

良

区

の

解

散

耕

地

課

○

保

安

林

の

指

定

施

業

要

件

の

変

更

予

定

治

山

課

【

公

告

】

○

国

土

調

査

の

成

果

の

認

証

中

山

間

・

地

域

振

興

課

○

土

地

改

良

区

役

員

の

退

任

届

耕

地

課

○

県

営

土

地

改

良

事

業

変

更

計

画

の

縦

覧

〃

○

基

本

測

量

の

終

了

監

理

課

岡

山

県

公

報
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◎
岡
山
県
規
則
第
六
十
三
号

岡
山
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

岡
山
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

岡
山
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
岡
山
県
規
則
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
十
六
条
の
表
六
の
項
の
次
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

六
の
二

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
に
よ
る
申
告
が
困
難

法
第
五
十
三
条
第
五
十

第
三
十
四
号
の
二

申

一
項
及
び
第
五
十
七
項

で
あ
る
場
合
の
特
例
の
取
り
や
め

書
請

の
届
出

六
の
三

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
に
よ
る
申
告
が
困
難

法
第
五
十
三
条
第
五
十

第
三
十
四
号
の
三

で
あ
る
場
合
の
特
例
申
請
に
係
る

三
項

承
認
（
却
下
）
通
知
書

六
の
四

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
に
よ
る
申
告
が
困
難

法
第
五
十
三
条
第
五
十

第
三
十
四
号
の
四

で
あ
る
場
合
の
特
例
の
取
消
通
知

六
項

書

第
十
七
条
の
二
の
表
五
の
項
の
次
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

五
の
二

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
に
よ
る
申
告
が
困
難

法
第
七
十
二
条
の
三
十

第
三
十
四
号
の
二

申

二
の
二
第
二
項
及
び
第

で
あ
る
場
合
の
特
例
の
取
り
や
め

八
項

書
請

の
届
出

五
の
三

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
に
よ
る
申
告
が
困
難

法
第
七
十
二
条
の
三
十

第
三
十
四
号
の
三

で
あ
る
場
合
の
特
例
申
請
に
係
る

二
の
二
第
四
項

承
認
（
却
下
）
通
知
書

五
の
四

ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
に
よ
る
申
告
が
困
難

法
第
七
十
二
条
の
三
十

第
三
十
四
号
の
四

で
あ
る
場
合
の
特
例
の
取
消
通
知

二
第
七
項

書

様
式
第
三
十
四
号
の
次
に
次
の
三
様
式
を
加
え
る
。
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法 人 の 県 民 税 

法人の事業税及び特別法人事業税 

法 人 の 県 民 税 

法人の事業税及び特別法人事業税 

 

様式第34号の２（第16条，第17条の２関係） 
 

 
 

 
eLTAXによる申告が困難である場合の特例の             

 管理番号  

 

 

 

 

     年  月  日 

 

 

岡山県  県民局長   殿 

フ リ ガ ナ   

主たる事務所等 

の 所 在 地 

〒  

 

電話(   )   ― 

フ リ ガ ナ  

法 人 名 

 

 法人番号              

フ リ ガ ナ  

代 表 者 氏 名 
 

 
特例の申請 

 

地方税法（昭和25年法律第226号）               に規定する場合に該当することとなつたの 

 
で，                  に係るeLTAXによる申告が困難な場合の特例を申請します。 

申

請

内

容 

特例の適用を受けること
が 必 要 と な つ た 事 情 

 

特 例 の 指 定 を 受
け よ う と す る 期 間 

 年   月   日 から    年   月   日 まで 

電気通信回線の故障，災
害その他の理由により 
eLTAXを使用することが 
困難である事情が生じた日 

年   月   日 

添 付 書 類 
□ 電気通信回線の故障，災害その他の理由によりeLTAXを使用することが困難であることを

明らかにする書類 
 

特例の取りやめの届出 

    

地方税法             の規定により，                                 に係るeLTAXによる 

 

申告が困難な場合の特例の適用を受けることをやめるので届け出ます。 

届
出
内
容 

特例の承認を受けた日又
はその承認があつたも
の と み な さ れ た 日 

年   月   日 

特例の適用を受けること
をやめようとする理由 

 

 

そ の 他 の 参 考 事 項 
 

 

税 理 士 氏 名 
 

 
◎ eLTAXとは，地方税法第762条第１号に規定する地方税関係手続用電子情報処理組織をいいます。 

 

受付印 

申 請 書 
取りやめの届出書 

第 5 3 条 第 5 0 項 前 段 
第72条の32の２第１項前段 

第 5 3 条 第 5 7 項 
第72条の32の２第８項 
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様式第34号の３（第16条，第17条の２関係） 

eLTAXによる申告が困難である場合の特例申請に係る承認（却下）通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 申 請 者 

  所 在 地 

  法 人 名          

  代表者氏名          殿 

  

岡山県  県民局長   印 

 

      年  月  日付けで申請のあつた 

 

に係るeLTAXによる申告が困難である場合の特例の申請については，次のとおり   

承認（却下）しました。 

  

承 認 の 場 合 指 定 期 間 
      年   月   日 から 

      年   月   日 まで 

却 下 の 場 合 

理 由 

               

 

１ この処分について不服がある場合は，この通知書を受け取つた日の翌日から起算し

て３月以内に知事に審査請求をすることができます。 

２ 審査請求を行う場合は，この処分を行つた県民局長を経由して審査請求書を提出す

ることができます。 

３ 地方税法（昭和25年法律第226号）第19条の12の規定により，この処分についての審

査請求に対する裁決を経た後でなければ，この処分の取消しの訴えを提起することが

できません。 
 

 

法 人 の 県 民 税     

法人の事業税及び特別法人事業税    
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様式第34号の４（第16条，第17条の２関係） 

eLTAXによる申告が困難である場合の特例の取消通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 申 請 者 

  所 在 地 

  法 人 名          

  代表者氏名          殿 

  

岡山県  県民局長    印   

 

 

貴法人の               に係るeLTAXによる申告が困難で 
 

ある場合の特例については，次の理由により承認を取り消しました。 

 

 
これにより，    年   月   日の翌日以後の申告について，特例

の適用はありません。 
 

  

取 消 の 理 由  

 

１ この処分について不服がある場合は，この通知書を受け取つた日の翌日から起算して

３月以内に知事に審査請求をすることができます。 

２ 審査請求を行う場合は，この処分を行つた県民局長を経由して審査請求書を提出する

ことができます。 

３ 地方税法（昭和25年法律第226号）第19条の12の規定により，この処分についての審査

請求に対する裁決を経た後でなければ，この処分の取消しの訴えを提起することができ

ません。 
 

 

法 人 の 県 民 税 

法人の事業税及び特別法人事業税 
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附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
一
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
申
請
の
あ
っ
た
特
定
施
設
の
設
置
の
許
可
申
請
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
を
設
置
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結
果
に
基
づ

く
事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

１
申
請
の
概
要

申
請
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ

て
は
そ
の
代
表
者
の
氏
名

(
1
)

っ

名
称

か
ぶ
と
バ
イ
オ
フ
ァ

ム
合
同
会
社

ー

住
所

大
阪
府
大
阪
市
北
区
南
森
町
一
丁
目
４
番

号
1
9

氏
名

代
表
社
員

三
和
電
気
土
木
工
事
株
式
会
社

職
務
執
行
者

森
博
明

工
場
又
は
事
業
場
の
名
称
及
び
所
在
地

(
2
)名

称
か
ぶ
と
バ
イ
オ
フ
ァ

ム
発
電
所

ー

所
在
地

笠
岡
市
カ
ブ
ト
中
央
町

番
地

1
8
2
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(3) 特定施設に関する事項

区 分 新 設 新 設 新 設 新 設 新 設

11－イ 11－イ 11－イ 11－ハ 11－ホ
動物系飼料又は有機質 動物系飼料又は有機質 動物系飼料又は有機質 動物系飼料又は有機質 動物系飼料又は有機質肥

種 類 肥料の製造業の用に供 肥料の製造業の用に供 肥料の製造業の用に供 肥料の製造業の用に供 料の製造業の用に供する
する原料処理施設 する原料処理施設 する原料処理施設 する圧搾施設 水洗式脱臭施設
(A-001(V1、V2)) (A-002(S1、S2)) (A-003(F1、F2)) (A-004) (A-005)

能 力 318.5t／日 同左 同左 307t／日 84～120㎥／分

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに 同左 同左 同左 同左

工 事 完 成 予 定 年 月 日 許可後直ちに 同左 同左 同左 同左

使 用 開 始 予 定 年 月 日 許可後直ちに 同左 同左 同左 同左

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 同左 同左 同左 同左
の概要

使用時において 区 分 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量（㎥／日） 318.5 370 307 355 271.6 310 0.75 1.0
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 7.5～8.0 7.5～8.3 同左 7.6～8.1 7.6～8.3 6.5～7.5 6.5～7.5
最大の値並びに

 当該汚水等の通 ＢＯＤ（㎎／Ｌ） 18,500 24,000 3,000 3,600 1,500 2,000 600 780
常の量及び最大
の量 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 16,000 20,800 12,000 14,000 8,400 10,000 850 1,100

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 118,000 153,000 70,000 80,000 51,000 55,000 20 30

油 分（㎎／Ｌ） 2,500 3,300 同左 1,000 1,500 500 700 － 1

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 2,500 3,300 2,600 3,500 2,300 3,000 600 1,200

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 3,300 4,300 700 850 560 680 － 1

大腸菌群数（個／ ） 1,000 2,000 100 200 100 200 － －㎤

アンモニア，アンモニウム
1,500 2,000 1,900 2,500 1,700 2,200 1 5化合物，亜硝酸化合物及び

  硝酸化合物（mg／Ｌ）

備考１ 種類は，水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第１の号番号及び名称とする。
備考２ 原料処理施設の能力及び汚水の量は，２基の合計を示す。
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区 分 新 設

11－ホ
動物系飼料又は有機質肥

種 類 料の製造業の用に供する
水洗式脱臭施設
(A-006)

能 力 90㎥／分

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 完 成 予 定 年 月 日 許可後直ちに

使 用 開 始 予 定 年 月 日 許可後直ちに

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間
の概要

使用時において 区 分 通 常 最 大
当該特定施設か
ら排出される汚 水 量（㎥／日） 0.75 1.0
水等の汚染状態
の通常の値及び ｐ Ｈ 6.5～7.5 6.5～7.5
最大の値並びに

 当該汚水等の通 ＢＯＤ（㎎／Ｌ） 600 780
常の量及び最大
の量 ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 850 1,100

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 20 30

油 分（㎎／Ｌ） － 1

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 600 1,200

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） － 1

大腸菌群数（個／ ） － －㎤

アンモニア，アンモニウム
1 5化合物，亜硝酸化合物及び

  硝酸化合物（mg／Ｌ）

備考１ 種類は，水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第１の号番号及び名称とする。
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(4) 汚水等の処理施設に関する事項

区 分 新 設 新 設

工 場 又 は 事 業 場 に お け る 施 設 番 号 B-001 B-002

種 類 及 び 型 式 濃縮設備 活性炭吸着塔

構 造 ステンレス製 ＦＲＰ製

主 要 寸 法 長さ18m×幅9m×高さ8.7m 径0.8m×高さ1.585m

能 力 271.6㎥／日 360㎥／日

処 理 の 方 法 減圧濃縮方式 吸着方式

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに 許可後直ちに

工 事 完 成 予 定 年 月 日 許可後直ちに 許可後直ちに

使 用 開 始 予 定 年 月 日 許可後直ちに 許可後直ちに

使用時間間隔及び１日当たりの使用時間並
びにその使用に季節的変動がある場合はそ 連続24時間 連続24時間
の概要

使用時における 処 理 前 処 理 後 処 理 前 処 理 後
当該汚水等の処 区 分
理施設による処 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大
理前及び処理後
の汚水等の汚染 水 量（㎥／日） 271.6 310 174.6 225 89 129.4 89 129.4
状態の通常の値
及び最大の値並 ｐ Ｈ 7.6～8.1 7.6～8.3 6.0～8.0 6.0～8.0 6.0～8.0 6.0～8.0 6.0～8.0 6.0～8.0
びに当該汚水等

 の通常の量及び ＢＯＤ（mg／Ｌ） 1,500 2,000 20 30 20 30 15 20
最大の量

 ＣＯＤ（mg／Ｌ） 8,400 10,000 30 40 30 40 15 20

   Ｓ Ｓ（mg／Ｌ） 51,000 55,000 20 40 20 40 5 30

 油 分（mg／Ｌ） 500 700 1 3 1 3 1 3

   Ｔ－Ｎ（mg／Ｌ） 2,300 3,000 25 35 25 35 20 25

    Ｔ－Ｐ（mg／Ｌ） 560 680 0.15 1.1 0.15 1.1 0.1 1

大腸菌群数（個／ ） 100 200 100 200 同左㎤

アンモニア，アンモニウム

1,700 2,200 20 30 20 30 15 20化合物，亜硝酸化合物及び

  硝酸化合物（mg／Ｌ）

令和３年１２月７日　岡山県公報　第１２３５１号



(5) 排水口に関する事項

排 水 口 番 号 第１排水口 第２排水口(雨水) 第３排水口(雨水)

新 設 新 設 新 設
区 分

通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大

水 量（㎥／日） 91.5 134.4 － －

ｐ Ｈ 6.0～8.0 6.0～8.0 － －

 ＢＯＤ（㎎／Ｌ） 15 20 － －

ＣＯＤ（㎎／Ｌ） 15 20 － －

Ｓ Ｓ（㎎／Ｌ） 5 30 － －

油 分（㎎／Ｌ） 1 3 － － 同左

Ｔ－Ｎ（㎎／Ｌ） 20 25 － －

Ｔ－Ｐ（㎎／Ｌ） 0.1 1 － －

大腸菌群数（個／ ） 150 300 － －㎤

アンモニア，アンモニウム
15 20 － －化合物，亜硝酸化合物及び

  硝酸化合物（mg／Ｌ）

２ 縦覧の期間及び場所

(1) 期 間 令和３年12月７日から同月28日まで

(2) 場 所 岡山県環境文化部環境管理課及び笠岡市役所
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
二
号

児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
第
二
十
一
条
の
五
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
次
の
指
定
障
害
児
通
所
支
援
事
業
者
を
指
定
し
た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

こ
ど
も
ア
シ
ス
ト
「
ぽ
の
」
笠
岡
教
室

２

所
在
地

〇

笠
岡
市
二
番
町
四
番
地
三

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

株
式
会
社
三
倉
屋

２

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

福
山
市
平
成
台
一
三
番
二

三

指
定
年
月
日

令
和
三
年
十
二
月
一
日

四

事
業
所
番
号

三
三
五
〇
五
〇
〇
一
〇
八

五

事
業
の
種
別

児
童
発
達
支
援
、
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
三
号

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百

二
十
三
号
）
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
を
指
定
し

た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

コ
ー
リ
ン
グ
サ
ポ
笠
岡

２

所
在
地

笠
岡
市
金
浦
一
三
七
一
番
地
二

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

合
同
会
社
Ｄ
Ｕ
Ｇ
研
究
所

２

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

笠
岡
市
笠
岡
四
九
三
八
番
地
二

三

指
定
年
月
日

令
和
三
年
十
二
月
一
日

四

事
業
所
番
号

三
三
一
〇
五
〇
〇
四
五
三

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

就
労
移
行
支
援
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
四
号

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百

二
十
三
号
）
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
を
指
定
し

た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

就
労
継
続
支
援
Ｂ
型
事
業
所
ハ
ン
ズ

２

所
在
地

笠
岡
市
西
大
島
一
七
六
七
番
地

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

株
式
会
社
ハ
ン
ズ

２

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

笠
岡
市
西
大
島
一
七
六
七
番
地

三

指
定
年
月
日

令
和
三
年
十
二
月
一
日

四

事
業
所
番
号

三
三
一
〇
五
〇
〇
二
九
七

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

就
労
継
続
支
援
（
Ｂ
型
）
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
五
号

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百

二
十
三
号
）
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
を
指
定
し

た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

閑
谷
ワ
ー
ク
セ
ン
タ
ー
・
ひ
な
せ

２

所
在
地

備
前
市
日
生
町
日
生
八
〇
三

一

－

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

社
会
福
祉
法
人
閑
谷
福
祉
会

２

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

和
気
郡
和
気
町
日
笠
下
一
六
一
三

五

－

三

指
定
年
月
日

令
和
三
年
十
二
月
一
日

四

事
業
所
番
号

三
三
一
一
一
〇
〇
二
八
七

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

生
活
介
護
、
就
労
継
続
支
援
（
Ｂ
型
）
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
六
号

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百

二
十
三
号
）
第
四
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
廃
止
す

る
旨
の
届
出
が
あ
っ
た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

１

名
称

浜
っ
子
作
業
所

２

所
在
地

備
前
市
日
生
町
日
生
八
〇
三

一

－

二

事
業
者
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

１

名
称

社
会
福
祉
法
人
浜
っ
子

２

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

備
前
市
日
生
町
日
生
八
〇
三

一

－

三

廃
止
年
月
日

令
和
三
年
十
一
月
三
十
日

四

事
業
所
番
号

三
三
一
一
一
〇
〇
一
四
七

五

サ
ー
ビ
ス
の
種
類

生
活
介
護
、
就
労
継
続
支
援
（
Ｂ
型
）
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
七
号

（

）

、

土
地
改
良
法

昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号

第
六
十
七
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り

土
地
改
良
区
が
次
の
と
お
り
解
散
し
た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

土
地
改
良
区
の
名
称

円
城
土
地
改
良
区

二

土
地
改
良
区
の
所
在
地

加
賀
郡
吉
備
中
央
町
上
田
西
二
三
一
六

八

－

三

解
散
年
月
日

令
和
三
年
十
二
月
一
日
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◎
岡
山
県
告
示
第
六
百
八
号

森
林
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
四
十
九
号
）
第
三
十
三
条
の
三
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第

二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
農
林
水
産
大
臣
か
ら
次
の
と
お
り
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る

予
定
で
あ
る
旨
の
通
知
が
あ
っ
た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

指
定
施
業
要
件
の
変
更
予
定
に
係
る
保
安
林
の
所
在
場
所

津
山
市
（
次
の
図
に
示
す
部
分
に
限
る

）
。

二

保
安
林
と
し
て
指
定
さ
れ
た
目
的

水
源
の
涵
養

か
ん

三

変
更
後
の
指
定
施
業
要
件

１

立
木
の
伐
採
の
方
法

主
伐
に
係
る
伐
採
種
は
、
定
め
な
い
。

（１）

主
伐
と
し
て
伐
採
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
立
木
は
、
当
該
立
木
の
所
在
す
る
市
町
村
に
係
る

（２）
市
町
村
森
林
整
備
計
画
で
定
め
る
標
準
伐
期
齢
以
上
の
も
の
と
す
る
。

間
伐
に
係
る
森
林
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（３）
２

立
木
の
伐
採
の
限
度
並
び
に
植
栽
の
方
法
・
期
間
及
び
樹
種

次
の
と
お
り
と
す
る
。

（

次
の
図
」
及
び
「
次
の
と
お
り
」
は
省
略
し
、
そ
の
図
面
及
び
関
係
書
類
を
岡
山
県
庁
及
び
津

「

山
市
役
所
に
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る

）
。

一

指
定
施
業
要
件
の
変
更
予
定
に
係
る
保
安
林
の
所
在
場
所

津
山
市
（
次
の
図
に
示
す
部
分
に
限
る

）
。

二

保
安
林
と
し
て
指
定
さ
れ
た
目
的

土
砂
の
流
出
の
防
備

三

変
更
後
の
指
定
施
業
要
件

１

立
木
の
伐
採
の
方
法

主
伐
に
係
る
伐
採
種
は
、
定
め
な
い
。

（１）

主
伐
と
し
て
伐
採
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
立
木
は
、
当
該
立
木
の
所
在
す
る
市
町
村
に
係
る

（２）
市
町
村
森
林
整
備
計
画
で
定
め
る
標
準
伐
期
齢
以
上
の
も
の
と
す
る
。

間
伐
に
係
る
森
林
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（３）
２

立
木
の
伐
採
の
限
度
並
び
に
植
栽
の
方
法
・
期
間
及
び
樹
種

次
の
と
お
り
と
す
る
。

（

次
の
図
」
及
び
「
次
の
と
お
り
」
は
省
略
し
、
そ
の
図
面
及
び
関
係
書
類
を
岡
山
県
庁
及
び
津

「

山
市
役
所
に
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る

）
。
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〔
五
一
七
〕
国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、

次
の
と
お
り
国
土
調
査
の
成
果
を
認
証
し
た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

調
査
を
行
っ
た
期
間

成
果
の
名
称

認

証

年

月

日

調
査
を
行
っ

調
査
を
行
っ

た
者
の
名
称

た

地

域

新

見

市

令
和
元
年
六
月

新
見
市
（
二

神
郷
下
神
代

令
和
三
年
十
一
月
三
十
日

～

〇
一
九
三
三

の
一
部

令
和
三
年
三
月

二

一

〇

〇

二
）
の
地
籍

図
及
び
地
籍

簿

新

見

市

令
和
元
年
六
月

新
見
市
（
二

神
郷
下
神
代

令
和
三
年
十
一
月
三
十
日

～

〇
一
九
三
三

の
一
部

令
和
三
年
三
月

二

一

〇

〇

三
）
の
地
籍

図
及
び
地
籍

簿
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〔
五
一
八
〕
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
十
八
条
第
十
七
項
の
規
定
に
よ

り
、
土
地
改
良
区
役
員
の
退
任
の
届
出
が
あ
っ
た
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

土
地
改
良
区
の
名
称

滝
谷
池
土
地
改
良
区

二

退
任
役
員

退
任
役
員

理
事
監

住

所

氏

名

事
の
別

森
田

義
明

久
米
郡
美
咲
町
和
田
北
一
五
五
〇

理

事
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第
八
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

〔
五
一
九
〕
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）

り

県
営
土
地
改
良
事
業
（
経
営
体
育
成
基
盤
整
備

用
吉
・
豊
岡
地
区

計
画
を
変
更
し
た
の
で
、

、

）

関
係
書
類
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

こ
の
公
告
に
係
る
決
定
に
対
し
て
不
服
が
あ
る
者
は
、
縦
覧
の
期
間
満
了
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し

て
十
五
日
以
内
に
知
事
に
対
し
て
審
査
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

令
和
三
年
十
二
月
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

一

縦
覧
に
供
す
る
書
類

県
営
土
地
改
良
事
業

）
変
更
計
画
書

（
経
営
体
育
成
基
盤
整
備

用
吉
・
豊
岡
地
区

二

縦
覧
の
期
間

令
和
三
年
十
二
月
七
日
か
ら
同
月
二
十
八
日
ま
で

三

縦
覧
の
場
所

玉
野
市
役
所
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〔
五
二
〇
〕
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
国

土
交
通
省
国
土
地
理
院
長
か
ら
次
の
と
お
り
基
本
測
量
を
終
了
し
た
旨
の
通
知
が
あ
っ
た
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
七
日 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

 
 

 

 

   

岡
山
市
、
倉
敷
市
及

び
玉
野
市 

岡
山
市
、
津
山
市
、

井
原
市
、
総
社
市
、

高
梁
市
、
新
見
市
、

赤
磐
市
、
真
庭
市
、

久
米
南
町
、
美
咲
町

及
び
吉
備
中
央
町 

測

量

区

域 

基
本
測
量
（
空
中
写
真
撮
影
、
オ
ル
ソ

作
成
） 

基
本
測
量
（
オ
ル
ソ
作
成
） 

測

量

の

種

類 

令
和
三
年
十
一
月
二
日 

令
和
三
年
十
一
月
二
日 

終

了

年

月

日 
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〔
五
二
一
〕
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
四
十
二
条
第
一
項
第
五
号
の
規
定

に
よ
り
、
次
の
と
お
り
道
路
の
位
置
を
指
定
し
た
。 

そ
の
関
係
図
面
に
つ
い
て
は
、
岡
山
県
備
中
県
民
局
建
設
部
管
理
課
に
お
い
て
、
一
般
の
縦
覧
に
供

す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
 

 
 

 

  

岡
山
県
指
令
備
中
局

建
第
二
〇
二
九
号 

令
和
三
年
十
一
月
二

十
九
日 

番

号 

指

定

年

月

日 

浅
口
市
金
光
町
占
見
一
五
六
二
番
四
、

一
五
六
二
番
八 

道

路

の

位

置 

五
・
○
○ 

 

道
路
の
幅
員 

(

メ
ー
ト
ル) 

四
七
・
九
九  

 
 

 
 

  

道
路
の
延
長 

(

メ
ー
ト
ル) 
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◎
岡
山
県
選
管
告
示
第
八
十
八
号 

 

平
成
二
年
岡
山
県
選
管
告
示
第
八
十
一
号
（
不
在
者
投
票
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
施
設
の
指
定
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
令
和
三
年
十
一
月
二
十
九
日
か
ら
適
用
す
る
。 

 
 

令
和
三
年
十
二
月
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

岡
山
県
選
挙
管
理
委
員
会 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

委
員
長 

 

大 
 

林 
 

裕 
 

一 

 

表
老
人
ホ
ー
ム
の
項
中 

  

    

    

介
護
老
人
保
健
施
設
和
光
園 

 財
団
法
人
倉
敷
成
人
病
セ
ン

タ
ー
老
人
保
健
施
設
ラ
イ
フ

タ
ウ
ン
ま
び 

介
護
老
人
保
健
施
設
和
光
園 

倉
敷
市
東
塚
五
―
四
―
五

〇  倉
敷
市
真
備
町
箭
田
一
一

三
〇 

倉
敷
市
東
塚
五
―
四
―
五

〇 

 
 

 

 

「 「 

」 」 

を に
改
め
る
。 
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